
1. 印旛沼における循環灌漑の水質保全効果の評価

永渕 正夫・岡田 祐也・皆川 裕樹

循環灌漑が導入された印旛沼地域を対象に，循環灌漑の実施

による水質保全効果について評価した。COD，T-N，T-P，SS

を対象とした水質予測モデルを構築し，平成24〜29 年の 6 カ

年において循環灌漑の適用「あり｣･｢なし」の両方の計算を，同

一の気象条件で実施した。循環灌漑導入により，沼への排水量

は減少するが，沼からの取水量も減少するため，沼からの取水

負荷量から沼への排水負荷量を差し引いた負荷削減量によって

効果を評価した。この結果，たとえばCODについて，循環灌

漑導入により，負荷削減量が正値となる年が2年から4年に増

加した。また，負荷削減量が 100〜200 kg/d 程度増加するな

ど，循環灌漑による水質改善効果が明らかになった。

（水土の知86-8，pp.3〜6，2018)

循環灌漑，水質保全，生態系モデル，負荷削減量，効果評

価

2. 新利根川土地改良区における

循環灌漑導入に向けたECの解析

加藤 亮・池田 周平・直江 次男

湖沼の水環境の改善のためには，農業排水の対策が期待され

ており，水田地帯における循環灌漑は，その対策の一つと考え

られている。循環灌漑を導入する際には，流出先の水質と同時

に灌漑受益地内の水質にも気を配る必要がある。本研究では

霞ヶ浦流域内の新利根川土地改良区を対象に，電気伝導度

（EC）のモニタリングをもとに水収支とECフラックスの算定

に基づき，循環灌漑を導入する際の霞ヶ浦へのECフラックス

の削減量と受益地内のECの変化を予測した。その結果，排水

ブロックから霞ヶ浦へ流出するEC フラックスは約 40％削減

できるが，排水ブロック内では循環灌漑によりECは約1.5 倍

上昇することが示された。

（水土の知86-8，pp.7〜10，2018)

湖沼水環境，循環灌漑，水収支，霞ヶ浦，電気伝導度

（EC）

3. 印旛沼地域に侵入・定着する

外来水草ナガエツルノゲイトウ

嶺田 拓也・佐々木 亨・市川 康之・芝池 博幸

高橋 修・皆川 裕樹・鈴木 広美・山岡 賢

千葉県北西部に位置する印旛沼では，近年，南米原産の特定

外来生物ナガエツルノゲイトウが侵入・定着し農業水利面に加

え営農や治水に大きな影響を与えている。本種は水辺で大群落

を形成し茎断片からの再生力も高く，乾燥にも強い。印旛沼で

は，沼や流入河川を取水源とする反復利用によって流域内に拡

散し，通水障害や水稲収穫障害を引き起こしている。また排水

機場にも大量に漂着し治水上も問題となっている。現在，産官

学や市民団体との連携で除去を実施しているが，流域全体の削

減には至っていない。水利システムを介して拡散するナガエツ

ルノゲイトウに対し，早期対処や低密度管理に向けた関連諸組

織間の情報共有やモニタリング体制の構築が求められる。

（水土の知86-8，pp.11〜14，2018)

特定外来生物，水利システム，通水障害，水田雑草，反復

利用

4. 水草の繁茂が湖沼・ため池の水質に及ぼす影響

原田 茂樹・佐藤 清也・越川 海

水草の繁茂が水質管理上の課題となっている湖沼が多い。本

研究では仙台市のため池において，ヒシの繁茂・衰退の期間を

含む約1年間，COD，TOC，透視度，水温，クロロフィル a，

フェオ色素などの変動をモニタリングした。COD とTOC の

変動は，ヒシ衰退時の増加，および雨水流入時の希釈の影響を

受けていた。ヒシ衰退から 5 カ月経過後，COD とTOC はヒ

シ衰退前の値に戻るが，ヒシの草体破砕物は底質に沈降し存在

し続けている可能性がある。水質管理のためには，ヒシ衰退前

に刈り取りため池外に移送することが望ましい。浮遊生態系に

よる COD と TOC の供給，および細菌による COD と TOC

の消費の評価が今後の課題である。

（水土の知86-8，pp.15〜18，2018)

COD，TOC，水草，ヒシ，色素

農業農村工学会誌 第 86巻第 8号 報文・技術リポート・講座内容紹介

小特集 湖沼の水環境と農業とのかかわり

特集の趣旨

湖沼などの閉鎖性水域の水環境については，水質汚濁防止法やその特別法である湖沼水質保全特別措置法などに基づき，

都道府県を中心に対策が講じられてきました。それは，流域下水道整備，工場からの排水規制，農業排水対策など，あらゆ

る側面からの努力の積み重ねでした。経済成長の鈍化の影響もあるとはいえ，河川の水質は改善されたという認識が広く持

たれています。他方，湖沼などの水質改善は頭打ちであり，一部には近年悪化するケースも見られます。さらに，これまで

あまりみられなかった種類の藻の大量発生や，難分解性有機物の蓄積など，新たな課題も浮かび上がってきています。

農業にとって湖沼は主要な用水源であり，また，排水の排出先であるために農業が汚染源になっているという両面的かつ

深い関係にあります。このため，水環境の保全にかかる農業面での研究は長期にわたりなされてきましたし，循環灌漑など

農業排水からの水環境への負荷を軽減する対策も種々実施されてきました。それらの最前線は今，どういう状況になってい

るのでしょうか。2018 年 10月には茨城県つくば市で第 17回世界湖沼会議が開催されます。湖沼の水環境と農業とのかか

わりについて改めて考えてみる良い契機にしたいと思います。

そこで，学会誌第 86巻第 8号では，「湖沼の水環境と農業とのかかわり」と題する小特集を組むこととしました。ダム湖

やため池も含めた湖沼の水環境について，行政的な取組みや保全対策の先進的な事例，物質循環も含めた水環境保全にかか

る研究の現状や新たな課題などに関する報文を広く紹介します。



5. 農業用ダムにおける藻類の深度分布と水質管理

濵田 康治・吉永 育生・人見 忠良

久保田富次郎・白谷 栄作

アオコ対策として分画フェンスが導入されている農業用ダム

湖において水質調査を実施した。調査では，多波長励起蛍光光

度計と多項目水質計を用いてダム湖内の複数地点で，珪藻，緑

藻，藍藻，クリプト藻の4種類の藻類と水温，DOなどの深度

分布を測定した。結果は，分画フェンスによる藍藻類の拡散抑

制効果や，水温躍層付近に藻類が集積しDO消費が大きい傾向

があることを示していた。新しいセンサーを活用することで湖

内の水質環境をより詳細に把握し，現場導入・管理しやすいセ

ンサー測定に基づく管理指標を活用しながら，効果的な農業用

水の水質管理につなげる取組みが進むことが期待される。

（水土の知86-8，pp.19〜22，2018)

藻類，深度分布，温度躍層，酸素濃度，多波長励起蛍光光

度計

6. 小規模な湖沼の内部波特性のスペクトル解析と適応事例

木村 延明・桐 博英

湖沼の密度成層や流体運動に関する物理プロセスは，既往研

究で多くが解明されてきた。しかし，水環境の変化が著しい，

ため池などの小規模な湖沼における物理プロセスの研究事例は

少ない。小規模ゆえに単純化された力学で，物理プロセスの多

くが説明できると考えられてきたからである。本報では，大中

規模の湖沼と同様に，夏季に強い密度成層が発達する小規模な

湖沼について，物理プロセスの1つである内部波に着目し，そ

の特性の理解のために，水温の時系列データを用いてスペクト

ル解析を行った。解析方法については，実用的で詳細な説明を

行い，適応事例を通して，小規模な湖沼の内部波の特性と今後

の課題を明らかにした。

（水土の知86-8，pp.23〜27，2018)

小規模湖沼，密度成層，スペクトル解析，内部波，内部セ

イシュ

7. 奈良大和平野ため池群の水質評価と

水環境保全に向けた展望

松野 裕・貴志 容子・中野 涼太

北川 忠生・八丁 信正

奈良県と地元大学が連携して実施してきた，大和平野のため

池を対象とした水質調査結果と水環境保全についての取組み状

況について報告する。県内ため池においては，COD などを指

標とする有機物由来の汚濁の進行が懸念され，これらはため池

集水域土地利用やため池の規模や利用の特徴により影響を受け

ることが水質調査の結果から示された。また，ため池をすみか

とする在来水生生物の生息環境が劣化していることも確認され

た。ため池水環境の保全には，地元住民も参加するかい掘りに

よって底泥を除去することなどの対策を一層推進していく必要

がある。

（水土の知86-8，pp.29〜32，2018)

ため池，水質，水環境保全，奈良県，大和平野，水生生物

8. 肥培灌漑施設の新設と河川水中の全窒素濃度の改善効果

山崎 由理・宗岡 寿美・木村 賢人・辻 修

1993〜2013 年の間，北海道東部の風蓮湖に流入する酪農小

流域で河川水中の窒素濃度を調査した。その結果，単位草地面

積当たりの乳用牛飼養頭数（飼養頭数密度）が大きい流域では，

河川水中の全窒素（T-N）濃度および T-N 中の硝酸態窒素

（NO3 -N）の割合が高くなっていた。また，1990 年代に 1

mg/ℓを超過していた酪農 3 流域の河川水中の T-N 濃度は

2000 年代以降に低下していた。とくに，国営環境保全型かん

がい排水事業「はまなか地区」で整備された肥培灌漑施設（大

型スラリータンク）の新設率増加に伴う河川水中のT-N濃度

の低下傾向は明らかであり，水質環境・地域資源に関する保全

対策を通じて酪農流域河川の水質改善がはかられた。

（水土の知86-8，pp.33〜36，2018)

肥培灌漑施設，酪農小流域，発生負荷，飼養頭数密度，全

窒素濃度，水質改善効果

（報文）

ため池改修におけるコンクリート構造物と堤体盛土との

接合部での漏水問題

吉武 美孝・小林 範之

ため池堤体盛土とコンクリート構造物との接合部では貯水浸

透や雨水浸透により浸透・漏水問題が発生しやすい。これまで

長年にわたり著者らが行った現地調査や思考実験に基づきこの

ような問題に対する有効な対策工について検討と提案を行っ

た。まず，洪水吐周辺からの漏水と老朽化対策の試案として

フィルタ・ドレーンシステムを提案した。次に，底樋周辺での

浸透・漏水対策に対する米国の開拓局と農務省土壌保全局の方

針，および，フィルダム工学で著名なSherard の考え方を紹介

した。さらに，わが国のフィルダム基準やため池整備指針，文

献などを参考にしつつ，底樋周辺の浸透問題に対して検討と考

察を行うとともに施工方法の提案も行った。

（水土の知86-8，pp.39〜44，2018)

ため池改修，老朽化対策，洪水吐，底樋，止水壁，フィル

タ，ドレーン

（報文）

農地地すべりにおける地すべり防止施設の機能保全の取組み

佐藤 俊典・桑本 巧

全国の約 2,000 地区の農林水産省農村振興局所管の地すべ

り防止区域で，現在，道府県により地すべり防止施設の機能点

検・健全度評価とそれらの結果を踏まえた長寿命化のための個

別施設計画の策定が進められている。これらの取組みの均質化

・迅速化・効率化を支援するため，農村振興局では，「地すべり

防止施設の機能保全の手引き」と「地すべり防止施設の個別施

設計画（長寿命化計画）策定の手引き」を策定した。本報では，

集水井工を事例として両手引きの内容の一部を紹介するととも

に，手引き策定過程で全国のモデル地区で試行した地すべり防

止施設の機能点検結果とその特徴およびそれらを踏まえた今後

の取組みに向けた課題などについて報告する。

（水土の知86-8，pp.45〜48，2018)

地すべり防止施設，機能保全，機能低下，健全度，長寿命

化



（報文）

東南アジアへの簡易な灌漑用テレメトリーシステムの導入

松原 英治・大平 正三・原田 幸治

佐古眞三東・八木 和彦・¨ 道彦

近年は ICT技術により，灌漑水管理向けテレメトリー(TM）

機材の低コスト化，携帯電話通信網，クラウドサービスの利用

などが大きく進展し，東南アジアへのわが国のTM技術導入

の可能性が開けている。インドネシアでは 1990 年代からTM

が導入されているが，故障などにより稼働率が低い。（一社）海

外農業開発コンサルタンツ協会（ADCA）は，インドネシアで

携帯電話通信網，クラウド利用の水位・雨量TM技術を 2016

年度からランプン州の灌漑事業に導入し，乾期作でのTM水

位による水管理を試行した。この結果，計画に比べ 11％の節

水を達成した。2017 年にはタイ，ベトナムにもTM機材を設

置し，観測データが蓄積されつつあり，現地のTM水管理への

期待は高まっている。

（水土の知86-8，pp.49〜52，2018)

テレメトリー，インドネシア，SESAME，クラウド，水

位管理

（技術リポート：北海道支部）

災害復旧事業計画書の策定のためのUAVを活用した現地測量

佐藤 貴彦・林 進

北海道十勝地方では，平成28 年 8月 30日夜に接近した台風

10号の影響により，各地で記録的な大雨に見舞われ，農業関係

においては，農地の流亡，用・排水施設の損壊・埋没・流失な

ど，河川周辺区域を中心に甚大な被害が生じた。被災した農業

関係施設のうち，畑地帯総合土地改良パイロット事業「御影地

区」により造成された円山頭首工については，河川の氾濫に伴

う流木や転石により移動が困難であったことから，無人航空機

（UAV）を活用した写真測量に3Dレーザースキャナーを併用

して現地調査を行い，災害復旧事業計画書策定が効率化でき

た。本報では，その手法などを事例的に報告する。

（水土の知86-8，pp.54〜55，2018)

災害復旧事業計画書，ICT活用，UAV 写真測量，VRS

方式，3Dレーザースキャナー

（技術リポート：関東支部）

富士川大橋における耐震補強工事の施工事例

向山 直利

富士川大橋は甲府盆地の南側，市川三郷町と富士川町を結ぶ

橋長 605.5mの農道橋である。本橋の起終点部には増穂 IC，

道の駅「富士川」および防災拠点施設があり，地域の重要な幹

線道路としての働きを担っている。しかし，本橋の設計は平成

3年度であり現在の耐震基準を満たしていないため，近い将来

発生することが想定される南海トラフ地震に備え耐震補強を早

急に整備する必要がある。設計は耐震性能照査を動的解析にて

行い，耐震補強工法は橋脚への鉄筋コンクリート巻立て工法，

支承部補強および落橋防止システムを採用した。本報では，現

在実施している橋脚耐震補強工事の施工内容について紹介す

る。 （水土の知86-8，pp.56〜57，2018)

耐震補強，耐震性能，動的解析，付着強度，中間貫通鋼材，

軸方向鉄筋

（技術リポート：京都支部）

ICT 機器を活用した水管理省力化技術の実証調査

田仲 真・金子 武将・上畑 信彦

担い手農家の規模拡大や農作業の効率化による生産コストの

低減が求められる中，ICTを用いた水管理労力の省力化などの

取組みが国の施策に位置づけられている。国営長良川用水地区

において，規模拡大の阻害要因の一因となる水管理労力の低減

のために，ICT機器を用いた水管理省力化の実証調査を行っ

た。設定した日時に開閉する自動給水栓と水田の湛水状態を遠

隔監視できるセンサーを用いて，灌漑期間中の圃場の水管理を

行い，水管理時間や機器費用，労務費などのコストを算定し，

従来型水管理の圃場との比較を行った。本報では，この実証調

査の概要と明らかとなった効果や，水管理における ICT の導

入に向けての今後の課題を報告する。

（水土の知86-8，pp.58〜59，2018)

ICT，水管理省力化，圃場遠隔監視，給水の自動化，圃場

水管理

（技術リポート：中国四国支部）

流れ盤における法面抑止工の設計・施工

加門 達哉・山﨑 智樹・立石 裕貴

当地域は，香川県の西部に広がる野菜や果樹などの生産が盛

んな中核的農業地帯に位置しており，地域的要因から小規模な

生産団地が散在していることから，生産から集出荷に至る流通

条件の整備が強く望まれていた。このため，県では，それら生

産団地と集出荷施設，主要道路を結ぶ広域営農団地農道整備事

業の推進を図ってきた。当農道は，散在する団地を結ぶことか

ら，地形上，山間部を横断する区間が多く，長大な法面を有す

る区間では，豪雨による切土法面の崩壊に悩まされてきた。特

に，砂と粘土の互層構造を有する三豊層群での工事の設計・施

工では，衝上断層の影響を受けた地層の傾斜もあり，設計段階

から法面抑止工の選定に苦慮してきた。今回は，過去の崩壊事

例を参考とした流れ盤における法面抑止工の調査・設計・施工

の事例を紹介する。

（水土の知86-8，pp.60〜61，2018)

農道整備，三豊層，流動化，すべり面，抑止力，アンカー

（技術リポート：九州沖縄支部）

畑地灌漑用水を利用した土壌くん蒸

横山 雅敏・中村憲一郎

宮崎県では，これまでに県内7カ所において，国営かんがい

排水事業が実施され，畑地灌漑施設の整備が行われてきてい

る。なかでも，綾川地区においては，平成 16 年 4月に病害虫

防除用水の農業水利権（7月 21日〜9月 30日）を取得してい

る。県内の綾川地区以外の畑地灌漑施設が整備されている地域

においては，夏場の湛水防除に取り組みたいという要望はある

が，湛水防除では多量の水を必要とするため，導入に踏み切れ

ない農家が多い。そこで本報では，畑地灌漑用水を利用し，湛

水防除よりも必要水量が少ないバイオフューミゲーション（生

物くん蒸）という手法を用いた有害センチュウや雑草の抑制に

ついて紹介する。

（水土の知86-8，pp.62〜63，2018)

畑地灌漑，環境保全，土壌くん蒸，生物くん蒸，湛水防除



（講座）

農業農村整備のための生態系配慮の基礎知識（8）

農家や地域住民による生態系修復：

多面的機能支払交付金を活用した生態系保全活動

森 健二

国は，農業・農村の有する多面的機能を発揮するために行う

地域の共同活動に対し，多面的機能支払交付金を通して支援し

ている。農村地域の生態系は，田植え，畦畔の草刈り，水路の

泥上げなど，農業生産活動や集落活動などの営みの中で作られ

たものであることから，多くの地域で，多面的機能支払交付金

を活用し，地域の共同活動として生態系保全活動を行ってい

る。生態系保全活動に取り組もうとする活動組織は，活動を適

正に行うために，自然的条件や社会的条件などの地域の特性を

十分に踏まえた上で，保全する生物，保全方法，活動内容など

を示した活動計画を事前に策定する。北海道網走市では，排水

路からの土砂流出抑制対策やかつて地域に生息していたホタル

の飼育・放流を，滋賀県東近江市では，琵琶湖と田んぼをつな

ぐ魚道を整備することで固有種であるニゴロブナの生育環境を

修復する取組みを行っており，いずれも農家と地域住民が一体

となって活動したことにより，活動の効果が生態系保全を超え

て地域全体の活性化に結び付いていることが確認されている。

（水土の知86-8，pp.65〜70，2018)

多面的機能支払，生態系保全，地域政策，共同活動，農村

環境，活動計画
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